


































































































































































　越権訴訟は、 行政決定 （decision administrative
（23）
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33年 7 月 １ 日民集12巻1612頁）では、温泉法 ４ 条が定める「その他公益を害する虞
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ないとされてきた。以上について詳細は、美濃部達吉『日本行政法上巻（第 ３ 版）』
（有斐閣、1941年）929頁以下参照。
































制と『外国人』の権利　　フランスの入管法制と判例の動向、EU 法の影響（ １ ）














（ ２ ）権利の回復のために金銭支払宣言を求める全面審判訴訟（recours de pleine 
juridiction）、（ ３ ）解釈訴訟（contentieux de l’interprétation）　　行政行為の
解釈を行政裁判所に求める解釈訴訟（ recors en interpretation ）および当事者の
一方によって違法性の主張がなされている行為につき適法か否かの判断を行政裁判
所に求める適法性審査訴訟（recours en appréciation de légalité）などが含められ
る　　、（ ４ ）公物管理違反罪、すなわち公産（domaine public）に属する各種の
不動産の保全に関する法規に違反した者に対して刑罰を科す処罰訴訟（contentieux 
de la répression） 等の訴訟類型がある。以上については、 J. リヴェロ著／兼子仁・
磯部力・小早川光郎編訳『フランス行政法』（東京大学出版会、1982年）227～232
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Le pouvoir discrétionnaire en matière d’urbanisme et d’interventionnaire 
économique, Institut Français des Sciences Administratives, Cahier no 16, 1978, 
Cujas, p.27.）、法文が行政機関に対して一定の評価の余地、すなわち一方の、ある
いはもう一方の方向で行動する余地、決定を行うか否かの判断の余地を残している
場合には裁量権限があるとの説明（J.Waline, op. cit, p.443.）、さらには、裁量権
限は行政法が行政機関に対してもたらしうる最も広範な自由であり、一定の事実状
況の下で、同様に等しく適法である種々の決定の中から行政機関が選択を行う（D. 
Truchet, Droit administratif, 7e éd., Thémis, Puf, 2017, p. 222.）といった説明が
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ある。
（30）L. Michoud, Étude sur le pouvoir discrétionnaire de l’Administraion, Annales 
de l’Université de Grenoble, 1913, p. 10.
（31）例えば、ある非営利団体の届出については受領書を公布する義務があるとされ
ているが（羈束権限）、勤務期間外にはしなくてよい、という場合等が羈束権限
の時期選択の余地の典型的な例とされている。D. Truchet, op. cit., p. 222. や、J. 
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訟（ １ ）　　判決における裁判官の権限に着目して　　」北法38巻 ２ 号（1987年）
27～48頁、 興津征雄『違法是正と判決効　　行政訴訟の機能と構造』 （弘文堂、 2011






（35）P. Serrand, Le contrôle juridictionnel du pouvoir discrétionnaire de 
l’administration à travers la jurisprudence récente, R.D.P., 2011, p. 905．（以下、 
P. Serrand ①）
（36）P. Serrand ①， ibid.



















































る。この点については、M. Hauriou, La jurisprudence administrative de 1892 à 
1929, tome 2, Paris, 1929, p. 184. （以下、M. Hauriou ①）




いる。M. Waline, Le pouvoir discrétionnaire de l’administration et sa limitation 




M. Réglade, Du prétendu contlôle juridictionnel de l’opportunité en matièle de 
recours pour ecxès de pouvoir, R.D.P., 1925,, p. 417. を参照。
（51）以上の要素論については、古典としてはボナール（R. Bonnard）による研究が
ある。R. Bonnard, Le pouvoir discrétionnaire des autorités administrative et le 




（détournement de pouvoir）、内容　　法律違反（violation de la loi）、要件　　
要件に関する統制（contôle de motif）等がある。また、要件の統制については、
さらに事実の客観的正確性 （exactitude matérielle des faits）と、事実の法的性質
決定（qualification juridique des faits）統制等に分類がなされる。以上の点につ
いて、詳細は、阿部・前掲注（15）81頁以下を参照。
（53）事案の特殊事情考慮義務については、大貫裕之「事案の特殊事情審査義務につ









































（68）例えば、 古典的にはワリーヌ、 ボナール、 レグラドがいる。M. Waline, op. cit., 
pp. 197 et s. R. Bonnard, Le pouvoir discrétionnaire des autorités administrative 
142　早稲田法学会誌第68巻 2 号（2018） フランス裁量統制をめぐる学説の新潮流（加藤）　143
et le recours excés de pouvoir, R.D.P., 1923, pp. 323 et s. M. Réglade, op. cit., pp. 
413 et s.
（69）特に、A. メルクルの見解について検討を行うものとして、R. Bonnard, La 
théorie de la formation du droit par degrés dans l’oeuvre d’Adolf Merkl, R.D.P., 








（73）M. Hauriou, Précis de droit administratif et de droit public, 12e éd., Paris, 















妥当性の判断は完全に活動行政に委ねられるという。詳細は、M. Hauriou ①， op. 
cit., pp.184-185.
（75）A. Hauriou, Le pouvoir discrétionnaire et sa justification, Mélanges Carré 
de Malberg, 1977, pp. 233 et s.
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（76）A. Hauriou, ibid., p. 235.













































　　以上のベネジアの見解については、J-C. Venezia, Le pouvoir discrétionnaire, 




しては、R. L. Lacharrière, Le contlôle hiérarchique de l’administration dans la 




（81）R. Lacharrière, ibid., p. 9.
（82）R. Lacharrière, ibid., pp. 9 -10. また、この階層的上級者論が正当化される根
拠として、越権訴訟が法律上の根拠なく誕生した等の、歴史的な経緯を挙げてい

















（87）L. Di Qual, La conpetence liée, L.G.D.J., 1964., pp. 345-346.
（88）L. Di Qual, ibid., p. 349.
（89）M. Dubisson, La distinction entre la légalité et lopportunité dans la théorie 






て、行政統制を行なうこととなるという。以上については、 J-C. Venezia, op. cit., 




については、J. Waline, Le rôle du juge administratif dans la détermination de 
l’tilité publique justifiant l’expropritation, Mélanges offerts à Marcel Waline, 
1974, tome 2, pp. 811 et s. を参照。また、日本においてワリーヌの見解を紹介する
文献として、亘理・前掲注（15）195頁以下参照。さらに、費用便益衡量統制に対
する学説からの諸批判の詳細についても、同194～196頁を参照。
（92）P. Delvolvé, Existe-t-il un contlôle de l’opportunité?, Conseil constitutionnel 
et Conseil d’État colloque des 21 et 22 janvier 1988 au Sénat, Paris, L.G.D.J., 
1988, pp. 285-295.
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（95）D. Truchet, op. cit., pp. 232-234．
（96）C. Vautrot-Schwarz, La qualification juridique en droit administratif, Paris, 
L.G.D.J., 2009, pp.508 et s.
（97）P. Serrand ①， pp. 901 et s. さらに、P. Serrand, Droit administratif tome Ⅱ
les obligations administratif, PUF, 2015, pp. 112 et s.（以下、P. Serrand ②）
（98）これら三名の、特に法的性質決定に対する見解や論理構成の差異については、
服部①・前掲注（16）を参照。
（99）P. Serrand ①， op. cit., pp. 901 et s.
（100）P. Serrand ①， ibid., p. 923.
（101）P. Serrand ①， ibid., p. 907.
（102）P. Serrand ②， op. cit., p. 121.
（103）CE, 21 décembre 2007, Commune de Carquefou, req. no292217.
（104）CE, 22 octobre 2003, Association SOS-rivières et environnement et autres, 
A.J.D.A., 2004, p. 1193.） 
（105）費用便益衡量統制の判断の主観性について詳細は、P. Serrand ①， op. cit., p. 
916. を参照。評価の明白な過誤統制の判断の主観性については、P. Serrand ②， 
op. cit., pp. 121-122. を参照。














選択について通常統制を及ぼしたとの評価があるものとして CE, 22 juin 2007, M. 
Patrick Arfi, R.F.D.A, 2007, p1199, concl. M. Guyomar を参照。
（109）CE. 18 juillet 2011, Union nationale des moins valides, req. no332128.
（110）アレテとは、行政決定のうち、大臣や知事、市町村長等による決定の形式のこ
とを指す。詳細は、リヴェロ・前掲注（19）105頁等を参照。
（111）CE, 19 novembre 2008, Communauté urbaine de Strasbourg, A.J.D.A., 2009, 
p. 425, note M. Verpeaux
（112）CE, ２  décembre 2011, Commune de Vienne et Ordre des avocats au Barreau 
de Vienne, req. no 344229.
（113）その他の選択肢統制の傾向も含めた、近年の評価の明白な過誤統制の動向につ










Serrand ②， op. cit., p. 122. や P. Serrand ①， op. cit., p. 908. 
（116）C. Vautrot-Schwartz, Avons-nous encore besoin de la théorie du pouvoir 











（117）P. Serrand ①， ibid, p. 923.
（118）P. Serrand ①， ibid, p. 922.
（119）P. Serrand ①， ibid.
（120）P. Serrand ①， ibid, p. 923.











について詳細は、P. Serrand ②， op. cit., pp. 101-137.


















違法であるとして地方自治法245条の 7 第 １ 項に基づき埋立承認取消しの取消しを
求める是正の指示をした。これに対して、現沖縄県知事は埋立承認取消しを取り























古訴訟の経緯と諸判決に関する一考察」 早稲田ロー11号 （2017年） 43～46頁も参照。
（128）さらに、この職権取消しに関する違法性と不当性とを踏まえた辺野古最判の、
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行政裁量統制に係る判断枠組みは、最近の下級審判決、すなわち、福岡高裁平成29
年 6 月 ５ 日判決（判時2352号 ３ 頁、判自426号61頁）でも引用されている点につい
ても注目される。この事案は、教員採用試験に合格し公立学校教員に採用された原
告が、選考試験において原告の成績に不正な加点操作があったことを理由として採
用を取り消す旨の取消処分を受けたことから、その取消処分の取消しを求めるとと
もに国家賠償を求めた事案である。福岡高裁は職権取消処分に対する審査の判断枠
組みとして、辺野古最判を引用し、職権処分に違法等（違法性と不当性）があるか
否かが審理判断の対象となるとしている。もっとも、この事案では、職権取消し一
般に対しては違法等を審査する旨を示しつつも、公立学校教員採用取消処分が授益
的行政処分であることに着目した審査手法を採用する形となっている。さらに、判
例評釈として、桑原勇進「判批」法セ753号（2017年）117頁。
